
平成 30 年 8 月 10 日

本会加盟(準加盟)団体会長殿

公益財団法人日本スポー

会長 伊藤

オリパラ特措法・ラグピー特措法一部改正法、スポーツ基本法一部改正法、

祝日法一部改正法及びドーヒ。ング防止活動推進法の公布について(通知)

平素より本会スポーツ推進事業に対し、格別のご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げま

す。

さて、標記の件について、スポーツ庁から別添文書のとおり周知依頼がありましたので、ご

通知申し上げます。

特に、祝日法一部改正法の施行(平成32年 1月 1日)により、 「体育の日」が「スポーツ

の日j に改められるとともに、オリパラ特措法・ラグビー特措法一部改正法の成立により、

平成32年に限り「スポーツの日jが7月 24日になること。また、スポーツ基本法一部改正

法の成立により、国民体育大会が国民スポーツ大会に改められること(平成35年 1月 1日施

行)や、スポーツ基本法において本会名称や公益財団法人日本障がい者スポーツ協会の名称

が実態に合わせて改められたこと。さらに、 ドーピング防止活動推進法の成立により、スポ

ーツ団体は、その基本理念にのっとり、 ドーピング防止活動により一層主体的かっ積極的に

取り組むよう努めることが求められるなど、重要事項が定められました。

貴団体におかれましては、通知の内容について十分ご留意の上、適切にご対応いただくと

ともに、貴団体加盟団体及び関係諸機関に対し、本件についてご周知いただきますよう、ご

協力の程よろしくお願い申し上げます。

記

0添付資料

・(写)平成30年 7月 20日付30ス庁第235号文書

「平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会特別措置法及び

平成三十一年ラグビーワールドカップ大会特別措置法の一部を改正する法律‘スポーツ

基本法の一部を改正する法律、国民の祝日に関する法律の一部を改正する法律及びスポ

ーツにおけるドーピングの防止活動の推進に関する法律の公布について(通知)J 

*スポーツ庁発信文書

《本件に関するお問い合わせ先〉
公益財団法人日本スポーツ協会
総務部企画調整課
担当:金谷、関谷
TEL: 03・3481・2269FAX: 03-3481・2284
e-mail: kikaku@japan-sports.or.jp 
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(印影印刷)

平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大

会特別措置法及び平成三十一年ラグピーワールドカップ大会特別措置

法の一部を改正する法律、スポーツ基本法の一部を改正する法律、国

民の祝日に関する法律の一部を改正する法律及びスポーツにおけるド

ーヒ。ングの防止活動の推進に関する法律の公布について(通知)

この度、別添のとおり、「平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京パラジンピ

ック競技大会特別措置法及び平成三十一年ラグピーワールドカップ大会特別措置法

の一部を改正する法律J(平成 30年法律第 55号。以下「オジパラ特措法・ラグピ}

特措法一部改正法」という。)、「スポーツ基本法の一部を改正する法律J(平成 30年

法律第 56号。以下「スポ}ツ基本法一部改正法Jという。)、「国民の祝日に関する法

律め一部を改正する法律J(平成 30年法律第 57号。以下「祝日法一部改正法」とい

う。)及び「スポーツにおけるドーピングの防止活動の推進に関する法律J(以下「ド

ーピング防止活動推進法Jとしづ。)が平成30年6月 13日に成立し、同月 20日に公

布されました。

これらの法律の趣旨、内容及び施行期日等は、下記のとおりですので、十分御了知



の上、適切に御対応くださいますようお願いします。

また、都道府県知事及び都道府県教育委員会教育長におかれては域内の市町村長及

び市町村教育委員会教育長並びに所管又は所轄の学校その他の教育・スポ}ツ・文化

関係機関等に対して、指定都市市長及指定都市教育委員会教育長におかれては所管又

は所轄の学校その他の教育・スポ}ツ・文化関係機関等に対して、構造改革特別区域

法第 12条第1項の認定を受けた各地方公共団体の長におかれては所轄の学校に対し

て、国立大学長におかれては設置する附属学校に対して、スポ}ツ関係団体の長にお

かれては傘下の関係団体等に対して、このことを十分周知願います。

記

第一 オリパラ特措法・ラグピー特措法一部改正法について

1.改正の趣旨

平成 32年に開催される 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会及

び平成31年に開催されるラグビーワーノレドカップ2019の円滑な準備及び運営の

更なる充実のため、国際オリンピック委員会等からの求めや、近年の諸外国にお

ける対応状況を踏まえ、所要の改正が行われたものである。

2.改正の内容及び施行期日

ア 平成 32年 (2020年)に限り、海の日を 7月 23日(オリンピック開会式前

日)に、体育の日(祝日法一部改正法の施行(平成32年1月1日)によりスポ

ーツの日に改められる。)を 7月 24日(開会式当日)に、山の日を8月 10日

(閉会式翌日)とすること(平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京パ

ラリンピック競技大会特別措置法第29条関係)

イ その他所要の改正(電波法の特例を規定)を行ったこと。

ウ この法律は、公布の日から施行すること。

3.留意事項

ア 上記2のアの国民の祝日に関する法律(以下「祝日法Jという。)の特例につ

いては、平成 32年 (2020年)に限った措置であり、平成 33年 (2021年)以

降は同法の規定が適用されること。

イ 各学校における授業や行事等の日程の設定等に当たっては、本改正による祝

日の移動を踏まえ、適切に対応すること。また、今回の法改正の趣旨に鑑み、

学校・地域の実情に応じたオジンヒeック・パラリンヒ。ックに関する教育の一層

の充実を図られたいこと。

ワ 大学、高等専門学校にあっては、「学生のオリンピック・パラリンピック競技
大会及び同大会に係るボランティア活動等への参加に当たっての教育上の配

慮について(通知)J(平成28年4月21日付け 28ス庁第59号)を踏まえ、教



育計画や学事暦の策定にあたって適切な対応をとること。なお、その他具体的

な留意事項については別途通知すること。

エ その他、学校以外の各種行事等の日程の設定等に当たっては、本改正による

祝日の移動を踏まえ、適切に対応すること。

第二 スポーツ基本法一部改正法及び祝日法一部改正法について

1.改正の趣旨

近年、スポーツは、個人の健康の保持増進や人格形成に寄与するのみではなく、

人と人との交流促進による地域社会の活性化や経済の発展など大きな社会的影

響力を有するようになってきている。

世界的に見ても、国際オリンピック委員会のオリンピック憲章において、オリ

ンピック精神の目的がスポーツを人類の調和の取れた発展に役立てることとさ

れていることなど、スポーツは、個人の営みの範曙を超え、社会をより良く変え

ていく原動力として捉えられている。

他方、国民の祝日である「体育の日」は、これまで 50年余りにわたり広く国

民の聞に定着し、国民がスポーツに親しむ契機となり、我が国のスポーツ振興に

大きな役割を果たしてきたところである。

このような中、平成32年 (2020年)に「オリンピック競技大会及びパラリン

ピック競技大会Jが東京で開催され、世界中の人々がスポーツのために我が国に

集うこの好機に、スポーツの価値を世界の人々と分かち合い、世界各国と協調し

ていくことが期待されている。

以上の観点から、世界的に広く用いられているスポーツの語を用いるべく、所

要の改正が行われたものである。

2.改正の内容及び施行期日

( 1 )スポーツ基本法一部改正法関係

ア 「国民体育大会Jを「国民スポーツ大会」に改めること。(スポーツ基本法第

26条第1項及び第3項並びに同法第 33条第1項第1号、地方税法第 75条の

3関係)

イ 「公益財団法人日本体育協会jを実態に合わせて「公益財団法人日本スポー

ツ協会」に改めること。(スポーツ基本法第26条第1項及び第3項関係)

ウ 「財団法人日本障害者スポーツ協会」を実態に合わせて「公益財団法人日本

障がい者スポーツ協会Jに改めること。(同法第26条第2項及び第3項並びに

同法第27条第2項関係)

エ この法律はよ平成35年 (2023年) 1月1日から施行すること。ただし、第

二の2の(1 )のイ及びウについては、公布の日から施行すること。

(2 )祝日法一部改正法関係



ア 体育の日の名称を、スポーツの日に改めること。(祝日法第2条及びスポー

ツ基本法第23条関係)

イ スポーツの日の意義は、「スポーツを楽しみ、他者を尊重する精神を培うと

ともに、健康で活力ある社会の実現を願う。Jとすること。(祝日法第2条及び

スポーツ基本法第23条関係)

ウ この法律は、平成32年 (2020年) 1月1日から施行すること。

3.留意事項

ア 国民体育大会については、平成34年 (2022年)の第77回大会までは現行名

称を使用することとなること

イ 国民スポーツ大会の略称は「国スポJとなること。

ワ 今回の法改正後も「体育」の教育的な意義に変わる点はなく、学校の教科と
しての「体育」や「体育館」などの名称変更を求めるものではないこと。

第三 ドーピング防止活動推進法について

1.法制定の趣旨

ドーピングは、日々競技力向上に励むアスリートの努力を踏みにじるものであ

り、アスリートに重大な健康被害をもたらすものである。また、公正な環境の下

でスポ}ツが行われていると信じる社会の信頼を裏切るものであり、公正さと規

律を尊ぶ態度や克己心を養う必要がある青少年に悪影響を及ぼすものである。さ

らに社会の発展に多様な形で貢献するスポーツの価値を損なうものであり、絶対

に許されるものではない。

このため、スポーツ基本法及び「スポーツにおけるドーピングの防止に関する

国際規約」の趣旨にのっとり、ドーピング防止活動に関する施策を総合的に推進

するため、ドーピング防止活動の推進に関し、基本理念を定め、国の責務等を明

らかにするとともに、基本方針の策定その他の必要な事項等を定めるため、制定

されたものである。

2.内容及び施行期日

( 1 )総則

ア ドーピング防止活動は、スポーツにおける公正性及びスポーツを行う者の心

身の健康の保持増進が確保されること、ド}ピングの検査における公平性及び

透明性が確保されること、スポーツ競技会運営団体の自主性及び自律性が確保

されること、スポーツの多様性に配慮、しつつ推進されなければならないこと等、

ドーピング防止活動に関し、基本理念を定めること。(第3条関係)

イ 国際競技大会等出場スポ}ツ選手、国際競技大会等出場スポーツ選手に対し

て指導又は訓練を行う者、国際競技大会等出場スポーツ選手が属するチームの

業務に従事する者及び国際競技大会等出場スポーツ選手に対して医療を提供



する医師その他の国際競技大会等出場スポーツ選手の支援を行う者は、不正の

目的をもって、スポーツにおけるドーピングを行い、又は助けてはならないこ

と等、スポーツにおけるドーヒ。ングの禁止について定めること。(第4条関係)

ワ 国は、基本理念にのっとり、ドーピング防止活動の推進に関する施策を総合

的に策定し、及び実施する責務を有すること。(第5条関係)

エ 独立行政法人日本スポ}ツ振興センター(以下「センターJという。)は、国

及び日本アンチ・ドーピング機構と連携し、ドーピング防止活動における中核

的な機関として積極的な役割を果たすものとすること。(第6条関係)

オ スポーツ競技会運営団体は、基本理念にのっとり、ドーピング防止活動に主

体的かっ積極的に取り組むよう努めるものとすること。(第7条関係)

カ 園、センター、日本アンチ・ドーピング機構、スポ}ツ競技会運営団体及び

民間事業者その他の関係者は、基本理念、の実現を図るため、相互に連携を図り

ながら協働するよう努めなければならないこと。(第8条関係)

キ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、ドーピング防止活動の推進に関し、

固との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応じた施

策を策定し、及び実施するよう努めなければならないこと。(第9条関係)

ク 政府は、ド)ピング防止活動の推進に関する施策を実施するため必要な法制

上又は財政上の措置その他の措置を講じなければならないこと。(第10条関係)

(2 )基本方針

文部科学大臣は、ドーピング防止活動に関する施策を総合的に推進するため

の基本的な方針を定めなければならないこと。(第 11条関係)

(3)基本的施策

ア ドーピング防止活動に関する人材の育成及び確保、研究開発の促進、教育及

び啓発活動の推進等について、必要な施策を講ずるものとすること。(第 12条

~第 14条関係)

Lイ 国は、国の行政機関、センタ)、日本アンチ・ドーピング機構及び国際的な

スポーツにおけるドーピングの防止に関する機関の聞におけるスポーツにお

けるド)ピングに関する情報の共有を図るために必要な施策を講ずるものと

すること。(第 15条第1項関係)

ウ 文部科学大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、

関係行政機関の長に対し、資料又は情報の提供その他の必要な協力を求めるこ

とができること。(第 15条第2項関係)

エ 国は、ドーピング防止活動に関する国際協力を推進するとともに、センター

及び日本アンチ・ドーピング機構が国際的なスポーツにおけるドーピングの防

止に関する機関との連携を図るために必要な施策を講ずるものとすること。

(第四条関係)



(4)施行期日等

この法律は、平成30年 10月I日から施行すること。

3.留意事項

関係する省令及び基本方針については施行日に合わせて制定し、これと併せて、

この法律等の施行に当たって留意すべき事項については、)311途通知すること。

添付資料
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[)3IJ添2-1]スポーツ基本法の一部を改正する法律

[)3IJ添2-2]スポ}ツ基本法の一部を改正する法律新旧対照表
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[)3IJ添3-2]国民の祝日に関する法律の一部を改正する法律案 新!日対照表

[)3IJ添4]スポーツにおけるドーピングの防止活動の推進に関する法律

[本件連絡先】

(オリパラ特措法・ラグピー特措法一部改正法関係)

スポーツ庁オリンピック・パラリユィピyク課
中平、米山

電話:03-5253-4111 (内線3494)
FAX: 03-6734-3955 

(スポ}ツ基本法一部改正法及び祝日法一部改正法関係)
スポ}ツ庁政策課企画係

磯谷、河原崎、水本

電話:03-5253-4111 (内線3791)

FAX: 03-6734-3790 

(ドーピング防止活動推進法関係)

スポーツ庁国際課アンチ・ドーピング企画調整係
竹河、瀧木
電話:03-5253-4111 (内線2947)
FAX: 03-6734-3793 


